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選択肢について 
 
①内訳については今後の議論ですよね? 
②石炭シフト? 
③電力以外も含めた全体の省エネ 
④｢悪魔の選択肢」はやめましょう 
⑤経済モデルのためにも原発比率の途中経過を 
  明示すべき 
⑥国益のためにも2020年時点の原発比率が必要 
⑦「脱原発依存」についての見解の確認 
 

 

幸せ経済社会研究所 

枝廣淳子 1 

資料１ 「エネルギーミックスの選択肢に関する整理（案）」（事務局提出資料）について  

資料１で整理されたのは、発電電力量の内訳のみであり、 
 
・電力以外を含めた一次エネルギーの絶対量とその内訳 
・再生可能エネルギーの内訳 
・火力発電の内訳 
 

については、今後、議論を行う内容であり、現時点では選択肢として十分な整理が  
なされていないということを基本問題委員会の中で確認させて下さい。 
 

内訳については今後の議論ですよね? 
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資料３ 「エネルギーミックスにおける再生可能エネルギー及び火力発電に係る課題」 
（事務局提出資料）  

スライド４ 

【再エネ電力の内訳に
ついて】 
 

選択肢が変わっても
「太陽光」、「水力」、
「バイオマス」について
は導入見込量が変化
せず、「風力」と「地熱」
のみが増えることと
なっています。 
 

なぜ、前者はこの導入
量が限界で、後者は選
択肢毎に増やすことが
できると見込んでいる
のでしょうか？ 
 

その説明も議論もない
まま、「再エネ電力の限
界」が示され、今後の
計算や分析、議論の前
提となることは避ける
べきです。ここは大切
なところなので、十分に
議論を尽くしましょう。 
 
 
 
 

今まで増えない（普及は1,000万kWが限界）と言っていた 
風力が増え、今まで増えると言っていた太陽光が増えない 
と考える理由は？事務局が選択肢として提示するのであれ 
ば説明してください。 

3 

資料３ 「エネルギーミックスにおける再生可能エネルギー及び火力発電に係る課題」 
（事務局提出資料）  

スライド１４ 

事務局から前回とは異なる石炭シフトの案が出てきてビックリしています（現行のエネルギー基本計画では経済性は
考慮しない分析をしていたのでしょうか？） 
 
普通に考えれば、①コスト等検証委員会の分析で「石炭」と「LNG」の価格差が小さくなったこと、②シェールガス革命
が起きていること③エネ環会議の基本方針などから「LNGシフト」が出てくるのではないでしょうか。 
 

説明も議論もないまま、「石炭シフト」が示され、今後の計算や分析、議論の前提となることを避けるべく、十分な議論
が必要と考えます。 
 

石炭シフト?  
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資料４ 「各選択肢における一次エネルギー供給とエネルギー起源ＣＯ２排出量の試算」
（事務局提出資料） について 

スライド１ 

【天然ガスシフトではなく石炭シフトについて】 
 

天然ガスについては、現行のエネルギー基本計
画よりも「絶対量」で供給量が減るという想定をし
ている理由を説明してください。 
 

（現行のエネルギー基本計画が天然ガスに依存
しすぎており、計画として間違っていたということ
であれば、国民にそのことを説明して頂く必要が
あると思います） 
 
 

「３Ｅ＋Ｓ」が大事という主張のうち、２つのＥにの
み配慮した想定が出てきており、説明も議論もな
いまま、「石炭シフト」の結果が示され、今後の計
算や分析、議論の前提となることは避けるべきで
あり、十分に議論を尽くすべきと考えます。 
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資料４ 「各選択肢における一次エネルギー供給と 

エネルギー起源ＣＯ２排出量の試算」（事務局提出資
料） について 

スライド１ 

電力については1割の節電により、約1兆kWhの節電

がギリギリという説明がありましたが、電力以外の熱
や燃料も含めた省エネについては、説明がなく、「一
次エネルギー供給」が示されているのみです。 
 

石油については、現行のエネルギー基本計画よりも
使用量が増えることが見込まれています。なぜこれ
が「最大限の省エネ」なのでしょうか？ 
 

原発がないと化石燃料による「国富の流出」が見込ま
れるならば、原発の想定に応じて国民は更に化石燃
料の消費を抑制するのではないかという質問に答え
る分析とはなっていません。 
 

石油については、次ページのとおり、エコカーが本格
普及する前の1990年から2010年で既に２割国内供

給量が減っています。原発向け資金をエコカーなど
の開発・普及に使うだけでも省エネの度合いは大きく
変わってくるのではないでしょうか。 
 

十分な説明も議論もないまま、「省エネの限界」が示
され、今後の計算や分析、議論の前提となることは避
けるべきです。委員長もおっしゃったように、十分に議
論を尽くすべきと考えます。 
 

脱原発依存でも原発を現状より 
増やしても省エネ量は同じ？ 

電力以外も含めた全体の省エネ 
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出典：エネルギー需給の確報（2012年4月13日）より 
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資料４ 「各選択肢における一次エネルギー供給と 
エネルギー起源ＣＯ２排出量の試算」（事務局提出資料） 

スライド２ 
 

次ページの中央環境審議会
のように、原発がない場合に
はより省エネに努力するケー
スが示されなければ、3Eのう
ちのEnvironmentのためには

原発が不可欠という選択肢の
みが国民に示されることにな
ります。 
 
CO2削減＝原発が必要 
 

という「悪魔の選択肢」のみを
国民に選択肢として提示する
のではなく、「原発なしを選ぶ
のであれば、更に省エネが必
要」ということを示す選択肢も
当然必要ではないでしょうか。 
 
 

｢悪魔の選択肢」の提示はやめましょう 
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出典：第１０４回中央環境審議会地球環境部会（2012年４月13日）資料より 
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2030 

35％ 

30％ 

20％ 

0％ 

経済モデルの結果を議論に行かすのであれば（原発がないと経済活動への影響が大
きいのか等）、2030年の最終地点だけではなく、そこまでの経路もモデル分析者に伝え
る必要があると考えます。 
例えば、2030年の原発の発電電力量の割合が35％という選択肢であっても、現状から

どのような経路を想定しているかによって、経済影響分析の結果は大きく変わってしま
うでしょう。少なくとも2020年時点での想定はある幅であっても明示すべきと考えます。 

経済モデルのためにも 
原発比率の途中経過を明示すべき 

？ 

？ 

？ 
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国益のためにも 
2020年時点の原発比率が必要 

• 日本は京都議定書の第二約束期間からは離脱しましたが、カンクン合意、
コペンハーゲン合意には賛成しており、温暖化対策を継続して行うことは、
内外に対する基本スタンスです。 
 

• カンクン合意では2020年の目標値を出すことになっており、本来なら今年
３月までに提出するはずだったものを、日本は待ってもらっている状況で
す。 
 

• 国際的には2015年をめどに、次のプラットフォームに合意するための国
際交渉が始まります。この国際交渉には2020年までの目標を掲げ、対策
を進める国でないと発言権を持ち得ません。 
 

• 日本不在のまま、次のルールが決まってしまうことは不利な結果をもたら
す危険性があり、避けるべきです。 
 

• 温暖化対策の2020年目標を定めるには、エネルギー基本計画の2030年
だけではなく、2020年時点の原発比率を示す必要があります。 
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「脱原発依存」についての見解の確認 

平成23年9月2日 野田内閣総理大臣記者会見 

 

「新規の建設予定、１４基あると思いますが、私
は新たに作るということはこれはもう現実的に
は困難だというふうに思います。そしてそれぞ
れの炉が寿命が来る、廃炉にしていくということ
になると思います。寿命に来たものを更新をす
るということはない。廃炉にしていきたいという
ふうに思います」 

http://www.kantei.go.jp/jp/noda/statement/2011/0902kaiken.html 
 13 

「脱原発依存」についての見解の確認 

参 - 予算委員会 -8号 （平成24年03月14日） 
(野田総理) 

「脱原発依存についてのこれは方針変わりません。極力原子力発電所に依存
するということは中長期的には避けていく、低減させていきたい、その分、省エ
ネ、再生エネルギー等々の普及やあるいはその推進等を進めていくというそ
の方針は基本的に変わっておりません」 
 
(枝野大臣) 

原発への依存度を最大限引き下げていくと、これは政府の方針で明確でござ
います。その上で、先ほど申しましたとおり、最終的に全くゼロにするのかどう
かということについては、これは率直に申し上げて、国内にも両極端のものも
含めて様々な御意見がある。そこを、従来の総合エネルギー調査会とは異
なって、幅広い皆さんに御参加をいただいて今御議論をいただいている途中
でございますので、その御議論を踏まえた上で、最終的には総理の下で何ら
かの政治判断が必要かもしれませんけれども、今の段階では、まさに原発へ
の依存度を最大限引き下げるという方針の下で今のような議論を進めている
ということで御理解いただければと思います。 

国会会議録検索システムより http://kokkai.ndl.go.jp/ 
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